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関東地方整備局

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、（令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工（港湾）

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）（港湾）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

基礎工（ 既成杭工）拡大
（鋼管ソイルセメント杭）

ICT構造物工
（橋脚・橋台）

（基礎工（既製杭工、 矢板工
、場所打杭工、橋梁上部）

ＩＣＴ擁壁工

ＩＣＴコンクリート堰堤工

（ペーパードレーン工）

（サンドコンパクションパイル工）

ICTブロック据付工（港湾）

ICT本体工（港湾）

小規模工事へ拡大

令和８年度
（予定）

令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度
令和元年

度
平成30

年度
平成29

年度
平成28

年度

出来形
管理基準

品質
管理基準

ICT施工に関する基準類拡大（出来形・品質管理）

地盤変形量測定装置を用いたプルーフローリング管理

表面温度計測装置を用いたアスファルト舗装の温度管理

吹付厚さへの適用拡大（植生基材吹付工）
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ICT法面工（植生基材吹付工）の適用拡大（出来形管理）

◯ Ｒ８年度より、「法面工＞植生工」の出来形管理項目「厚さ」については、これまで検測孔を削孔して
の実測により管理していたが、ＴＬＳによる厚さ計測に代えることを認める。

◯ ＴＬＳによる厚さ計測の導入により、検測孔削孔・埋め戻し作業の省略、厚さの人力計測作業の省略
による作業工数削減、安全性向上等の効果が期待できる。

◯ 厚さ評価頻度が従来の200㎡に1か所の評価から1㎡毎の評価に向上し、厚さの全数管理が実現。

ＴＬＳを用いた植生工の厚さ管理

【従来の厚さ管理手法】
検測孔で吹付厚を計測

（200㎡に1か所）
→削孔・埋戻し作業が必要
→法面上での滑落・転倒のリスクがある

【ＴＬＳによる厚さ管理手法】

・吹付前の現況法面と植生基材吹付完了後の出来形をＴＬＳで面的
に計測
・吹付前後の点群の差分から、面的な植生基材吹付厚さ管理
→削孔作業の省略（出来形計測作業の工数削減）
→法面上作業における滑落・転倒の未然防止（安全性向上）

人力による出来形計測状況

・1mメッシュ毎に厚さ
を管理

・出来形管理資料とし
てヒートマップを提出

吹付厚さヒートマップ計測状況 2



関東地方整備局

• 初転圧前に接触式温度計による計測を行い帳票に記録

現在の品質管理

舗装工事における品質管理基準及び規格値（案）の改定

【システム構成例】

◯ ICT技術の発達により、路盤施工時の機械の施工履歴データ等から現場密度を面的に計測する技術や、舗装時の温度管理をリア
ルタイムで行い、トレーサビリティの確保・省力化を図る技術開発が進められてきた。

◯ このような、現場の省力化が図れる技術について、現場実証を踏まえ、新たな手法として管理要領（案）を策定するとともに、「土木
工事施工管理基準（案）」の品質管理基準及び規格値（案）に追加する。

◯ 令和８年度より、新たに追加する要領 ・ 地盤変形量測定装置を用いたプルーフローリング管理要領（案）
・ 表面温度測定装置を用いたアスファルト舗装の温度管理要領（案）

◯ 舗装の密度管理に関する技術（転圧回数管理システム、散乱型RI計器、電磁波測定装置）については、引き続き現場実証を行い、
要領化の検討を進めていく。

【プルーフローリング（下層路盤）】

• 車両に取り付けた測定装置により地盤の変形量をリアルタイムで計
測し、帳票に自動記録することで、作業が効率化

• ５名程度で実施していた作業が、オペレータとシステム管理者の２名
で可能

【初転圧前の温度（アスファルト舗装）】

新たな品質管理手法

現在の品質管理

新たな品質管理手法

• トラックやローラー等の加重車を走らせ、たわみや変形、不良箇所
がないかを複数人で目視確認し記録。

• 変状箇所はベンケルマンビームによる詳細計測を実施。

• 車両に取り付けたGNSSと温度計により、舗装の表面温度を施工と
同時に計測し、帳票に自動記録することで、作業の効率化・安全性
が向上

【表面温度のヒートマップ例】

目視確認 ベンケルマンビーム試験

【車両等に取り付けた表面温度測定装置で計測】
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○ICT土工、ICT浚渫工については、令和７年度より原則化
○ICT舗装工、地盤改良工について、原則化に向けた検討を実施していく

備 考
令和６年度 ＩＣＴ 対象工事

合計施工者希望Ⅰ・Ⅱ型発注者指定型

令和７年度より
原則化

１，９０７１，０３４８７３公告工事件数

ICT土工 １，６９６８４５８５１うちICT実施工事件数

８９％８２％９７％実施率

原則化に向け検討

４５１３８６６５公告工事件数

ICT舗装工 ３３７２７２６５うちICT実施工事件数

７５％７０％１００％実施率

令和７年度より
原則化

５５１５４０公告工事件数

ICT浚渫工（港湾） ５５１５４０うちICT実施工事件数

１００％１００％１００％実施率

令和７年度より
原則化

２２１２１０公告工事件数

ICT浚渫工（河川） ２１１１１０うちICT実施工事件数

９５％９２％１００％実施率

原則化に向け検討

１７３１７２１公告工事件数

ICT地盤改良工 １４９１４８１うちICT実施工事件数

８６％８６％１００％実施率
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関東地方整備局
ＩＣＴ施工原則化

原則化に伴う変更点

○令和７年度よりICT活用工事（土工、河川浚渫）については、原則化に移行

〈令和６年度まで〉
・発注者指定型
・施工者希望型

（発注金額、施工数量により決定）

発注者指定型のみ

【発注方式】

〈令和６年度まで〉
・起工測量から電子納品までの何れかの段階でＩＣＴを活用した工事 ：１点の加点
・起工測量から電子納品までの全ての段階でＩＣＴを活用した工事 ：２点の加点

〈Ｒ７年度から〉

【工事成績評点における加点措置の廃止】

廃 止

〈Ｒ７年度から〉
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関東地方整備局
Ｒ８ ＩＣＴ舗装工の実施方針（関東地整の運用設定あり）

1.5万

1万

0.5万

予定価格（円）

面積
(m2)

施工者希望型
（総合評価加点あり）

発注者指定型
（本省通知）

施工者希望型
（総合評価加点なし）

1億 2億 3億

1.5万

1万

0.5万

面積
(m2)

施工者希望型
（総合評価加点なし）

予定価格（円）
1億 2億 3億

発注者指定型
（本省通知）

令和８年度令和７年度

発注者指定型
（関東運用）

発注者指定型
（関東運用）

●対象工事は「アスファルト舗装工事」、「セメント・コンクリート舗装工事」、「一般土木工事」 を原則とし、下記に該当す
る工事

○対象工種（工事区分）は、舗装工（舗装、水門）、付帯道路工（築堤・護岸、堤防・護岸、砂防堰堤）
○対象種別は、アスファルト舗装工、半たわみ性舗装工、排水性舗装工、透水性舗装工、グースアスファルト舗装工、コンクリート舗装工
○対象種別において、従来より出来形管理基準及び規格値（従来基準）により出来形管理する工事
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令和８年度令和７年度

○地盤改良工の発注方式は、施工者希望型のみであるが、改良位置のガイダンスや施工履歴データ
を活用することにより施工の効率化が図れることから、ICT活用対象工事における令和６年度末の実
施率は約86%となっている。

○原則化に向けた措置として、発注者指定型を導入していく。
ICT活用工事対象工種： 地盤改良工 ・固結工（中層混合処理）

・固結工（スラリー撹拌工）

（ただし、現場条件により、ＩＣＴ建設機械による施工が困難又は非効率となる場合を除く。）
※ 路床安定処理工、表層安定処理工、、バーチカルドレーン工（ペーパードレーン工）及びサンドコン

パクションパイル工については、これまでとおり施工者希望型にて発注する。（変更なし）

※実施率は令和6年度の数値

数量

予定価格（円）

発注者指定型

数量

施工者希望型
（総合評価加点なし）

実施率93%（固結工（中層混合処理））
実施率83%（固結工（スラリー攪拌工））

予定価格（円） 7

Ｒ８ ＩＣＴ地盤改良工舗装工の実施方針



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ活用工事普及拡大への取組
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関東地方整備局

○国⼟交通省では「３次元計測技術を⽤いた出来形管理要領（案）」を令和８年３⽉に改訂。
〇関東地⽅整備局では、受発注者が建設現場の⽣産性向上を図ることを目的として、この要領（案）を分かり
やすく解説した「３次元計測技術を⽤いた出来形管理の活⽤⼿引き（案）」を全国で初めて作成。

３次元計測技術の出来形管理活用手引き

・共通編と出来形管理編で構成
・図解で分かりやすく解説

【ホームページ掲載場所】
https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000044.html
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関東地方整備局３次元計測技術の出来形管理活用手引き
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関東地方整備局
関東地方整備局ICTアドバイザー制度

○ 地域の施工者や発注者が、ＩＣＴ活用時に生じた疑問点や技術選定の課題などに対して、
助言や技術的指導等の実践的な支援を受けることができる
〇 アドバイザーはＩＣＴ施工関係に熟練した企業者、７５社を認定して名簿をＨＰで公開

支援内容

アドバイザー７５社
内訳

ＩＣＴ施工（３Ｄ測量・３Ｄ設計データ作成・ＩＣＴ建設
機械）に関する助言や技術的指導

（重複有）

【ホームページ掲載場所】 https://www.ktr.mlit.go.jp/dx_icon/iconst00000010.html

企業区分

32社測量会社

36社施工会社

16社土木コンサル

7社ソフト会社

9社測量機器会社

3社建設機械会社

14社リース会社

10社その他

登録分野

32社Ⅰ3D計測

36社Ⅱ3D設計

16社ⅢICT施工

7社Ⅳ3D管理

9社Ⅴ総合マネ

3社Ⅵ研修・講習
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関東地方整備局関東地整のＩＣＴ施工活用支援

ＩＣＴメールセンターＩＣＴ施工資料集 ＩＣＴ活用工事に関するＦＡＱ

【ホームページ掲載場所】
https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000021.html

○ 関東地⽅整備局のホームページでＩＣＴ施工に関する各種支援を掲載。
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関東地方整備局

受講対象者
研修・講習等名区分

⺠間技術者地方公共団体国⼟交通省
ー－〇基礎技術（DX）DX全般
ー〇〇BIM/CIM概論BIM/CIM研修
ー〇〇BIM/CIM発注（工事・業務）
ー－〇BIM/CIM実践トレーニング
－－〇データ/デジタル技術基礎デジタル技術研修
－－〇情報セキュリティ
ー〇〇ICT施工基礎ICT施工研修
ー〇〇ICT施工監督

〇〇〇CIM操作講習【新規開催】BIM/CIM講習
〇〇〇ICT施工 ３次元データ作成講習ICT施工講習等
〇〇〇ICT施工 施工講習
〇〇〇ICT施工Webセミナー
〇〇〇遠隔施工講習
〇〇〇ICT施工現場体験会
〇〇〇チルトローテータ講習【新規開催】

国⼟交通省職員のみ対象 国⼟交通省職員、地⽅公共団体職
員のみ対象

対象者制限なし

関東DX･i-Construction⼈材育成センターにおいて、ＤＸに関する発注者（国⼟交通省職員
及び地⽅公共団体職員）を対象とした研修や、発注者及び受注者（⺠間企業の技術者等）
を対象とした講習を開催しています。
今年度開催の研修・講習及び受講対象者については次のとおりです。
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人材育成の取り組み 関東DX・i-Construction人材育成センター



関東地方整備局

関東地整ＨＰ : ＴＯＰページ

ＤＸ人材育成
センター

研修日程など

関東地方
整備局HP
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人材育成の取り組み 関東DX・i-Construction人材育成センター



関東地方整備局
i-Construction（ICT施工）の導入に関する補助金等

国土交通省ホームページ ＴＯＰ

「技術調査」をクリック

○ ICT導⼊に役⽴つ補助⾦や低利融資制度・優遇税制などは、中⼩企業庁（経済産業省）など様々な機関 が制度を所管
○ これらは生産性向上や中⼩企業支援を目的としているが、ICT施⼯に適⽤可能な制度もある（ICT施⼯に特化していない）
○ 各種制度をとりまとめた資料を国⼟交通本省のホームページで公表。

「技術調査」ページの右側
バナー一覧から
このバナーをクリック

中小企業省力化投資補助金

15


